
関西での首都機能バックアップ構造の構築に関する意見（案）

４月５日、国土交通省が設置する「東京圏の中枢機能のバックアップに関する

検討会」における二次とりまとめが公表された。

その中で、バックアップ場所等の要件として、「東京圏と同時被災の可能性が

低いこと」、「東京圏との間のアクセスが容易かつ確実であること」、「活用しうる

既存の代替施設・設備等が多く存在すること」、「バックアップ体制構築に係る初

期コスト、平時の維持管理コストを抑える必要」などが示されている。

一方、皇室の安心・安全のための検討がなされていないことは極めて不十分で

あると指摘しておかなければならない。

関西は、東京圏に次ぐ都市機能を有しており、①東京圏とは一定の距離があり、

交通輸送手段や情報通信機能も十分であること、②既に外交機能を担う機関、民

間中枢機関（日銀、報道機関、大企業本社・本店等）、大学・研究機関（関西文

化学術研究都市等）、知（国立国会図書館関西館等）の集積やそれらのバックア

ップ拠点も設けられていること、③関西広域連合をはじめ官民あげての積極的な

協力、応援体制が得られることなど、バックアップ機能を担う上で、他の地域に

はない優位性がある。

首都直下地震等の大規模災害の発生が切迫しているとの指摘もあり、想定外の

大災害であった東日本大震災の経験も踏まえ、国として早急にバックアップ候補

地の選定・整備を行う必要がある。

関西広域連合は、これまでも、非常事態に備えた首都中枢機能バックアップ構

造構築の必要性について提言を行ってきた。さらに、官民で連携・協力しながら、

関西が一体となった取組を推進することとしており、この機会に改めて、国の果

たすべき責務について、下記のとおり意見を提出する。

記

１ 首都機能の関西における具体的な代替対応の明確化

首都圏での非常事態が生じた場合に備え、首都中枢機能の関西への配置等、

早急に代替対応や拠点機能整備に向けた具体的な検討を行うこと

なお、当面の措置として、首相官邸の災害対策本部機能を代替、支援、補助

できるバックアップ拠点を関西に整備すること
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２ 国会、各府省の事業継続計画（ＢＣＰ）策定とその推進

国会、各府省の「首都中枢機能全体の事業継続計画（BCP）」を策定するとと

もに、適切かつ迅速に計画を推進すること

３ バックアップ構造の構築の法律等への明記

関西が首都中枢機能バックアップエリアとしての役割を担うことを、国土・

防災・有事に関する法律や計画等に位置づけること

４ 民間企業等のバックアップ構造の構築等

全国レベルの経済団体や民間企業等の本部・本社機能のバックアップの関西

での確保と、企業活動について、東日本と西日本でそれぞれ独立しながら、補

完しあえるデュアルシステムの構築を働きかけること

５ 首都機能バックアップの平時の備え

平時より、非常事態を想定した備えとして、国会審議や各省庁の業務を一定

期間、関西で実施するなど、首都機能バックアップに関する社会実験を計画的

に行うこと

６ 国土の双眼構造の構築

関西が有する首都中枢機能の代替性をより効果的に発揮するため、交通・物

流機能や情報通信機能等社会基盤の充実、強化を図るとともに、関東と関西の

双方に政治、行政、経済の核が存在する双眼構造への転換をめざした国土政策、

産業政策を進めること
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